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１．はじめに 

熊本市とその周辺市町村（以下、熊本地域という）

は、この地域に住む約100万人の生活用水の殆どを地下

水に依存している非常に特異な地域特性を有している。 

本報告では、熊本地域における健全な水循環の構

築・維持を目指した “総合水管理計画”について、そ

の基本構想の検討内容について報告する。 

 

２．熊本地域の地下水と表流水について 

２－１ 熊本地域の地下水の諸問題 

熊本地域では、長期的な地下水位の低下、湧水量の

減少が見られており、また硝酸性窒素による地下水汚

染が見られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 熊本の降水量と健軍地下水位の変化 

 

２－２ 熊本地域の地下水と表流水 

熊本地域の地下水の多くが水田からのかん養による

と推定されている。熊本地域を流れる白川の中流域で

は数多くの堰が造られ大量の灌漑用取水が行なわれて

いる。しかし、減反政策や高齢化等に伴う減反率の上

昇により、耕作田の減少し、それによるかん養量の減

少による湧水量、地下水位の低下が見られている。一

方、白川の河川水量は、農業用水の還元水増加により、

1980 年代まで増加傾向、その後は横ばいとなっている。

このように、白川流域では土地利用変化を介して河川

水量と地下水量が互いに影響し合って経年的に変化す

る水循環機構を有している。 

 

図－２ 白川流量と減反率の経年変化 

 

３．既往の取り組み 

３－１ 既往計画 

熊本地域では地下水に係る諸問題を受け、熊本県・

市にて各種の条例・計画を策定して地下水保全の取り

組みを行なっている。一方、河川水については国土交

通省によって「白川水系河川整備基本方針」、「白川水

系河川整備計画」が策定されている。 

このように県・市の地下水に係る計画、国の表流水

に係る計画と、それぞれの計画は目的ごとに策定され

ており、河川水と地下水の関係を包括的に捉えた計画

が必要となっている。 

 

４．総合水管理計画の検討 

４－１ 総合水管理の必要性 

既往の水循環に係る計画は各種目的ごとに別々に策

定されており、必ずしも水循環系の将来像を共有でき

ていない。そのため、河川水と地下水を一体と捉え、

熊本地域の水循環系を網羅した範囲を対象とした、水

循環系の将来像を共有させるための総合水管理計画が

必要であるといえる。 

 

４－２ 総合水管理計画の基本構想 

（１）目標とする健全な水循環 

熊本地域における水循環の機能のうち、人々の生活

に直接的に影響する水供給に関する機能の保全・再生

を第一義的な目標とした。一方で熊本地域の白川中流

域における水循環機構特性から、河川水量と地下水量
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がトレードオフの関係であることがわかっており、ま

た水供給に関する機能を支えるためには、水環境及び

水防災に関する両機能の自然の営力が健全に働き、そ

して水文化に関する機能により人為による保全・伝承

の働きが重要となる。 

以上を踏まえ、熊本地域における目標とする健全な

水循環の姿を以下のように整理した。 

河川の流れが生み出す治水・利水に対する市民の要望と水辺

環境・自然環境と、地下水の流れが生み出す湧水地環境がそ

れぞれ大きな問題が生ずることなく、水道水源としての地下水

の量と質が長期的に安定して安心して利用出来る状態 

具体的なイメージとしては、湧水量や白川流況の経年変

化の傾向より、昭和30年代～40年代の状況、即ち高度経

済成長期のピーク時以前の水環境の状況とした。 

（２）総合水管理計画の基本方針と目標 

目標とする健全な水循環の姿に向けて、どのような施策

により実行していくかについて、4分野の水管理について

基本方針を提示し、その目標を設定した。 

Ⅰ 水需給バランスの適正化に関する水管理 

■基本方針： 白川中流域等において河川の流量、河川

取水によるかんがい用水、水田を通じた地下水かん養

の適切なバランスのもと、持続可能な水利用を図る。 

【目標】河川水と地下水を適正に流す・貯める・利用

する 

Ⅱ 水環境の保全・再生に関する水管理 

■基本方針：硝酸性窒素等の水質汚濁物質の地下水へ

の流入量が、地下水の流れの中で自然に浄化できる範

囲に抑制する。また、生物多様性を育む河川と地下水

がもたらす自然環境の保全・再生を図る。 

【目標】水循環系の視点から捉えて地下水水質を改善

する 

Ⅲ 水防災の推進に関する水管理 

■基本方針：計画規模を越える豪雨が発生しても被害

を最小とする水害に強いまちをつくる。河川の流下能

力を向上させるとともに、流域における雨水流出抑制

の機能を保全・強化する。 

【目標】流域一体となった治水安全度の向上を図る 

Ⅳ 水文化の継承に関する水管理 

■基本方針：水循環システムの機能へ個人の行動がど

のように影響しているかについて、より分かりやすく

伝えることなどにより、従来行われてきた家庭、学校、

企業等における水循環教育を推進していく。 

【目標】個人、企業等の行動と水循環系への影響につ

いて理解を促す 

 

（３）総合水管理計画の推進方針 

１）推進の枠組み 

①PDCA サイクルによる順応的管理 

計画の立案、実行後に、社会情勢の変化や計画実行

の効果のモニタリング結果をフィードバックし、必要

に応じて計画の見直しを行っていく。 

②管理指標を用いた計画の効果のモニタリング 

健全な水循環を基盤として生み出される「水量」、「水

質」、「生物の生息」、「水の価値」の 4つの要素に着目

して具体的な管理指標を検討する。 

③水循環の「見える化」による合意形成 

水循環の将来像を共有するため、地下水と表流水が

一体となった流れを再現・予測できる水循環モデルを

利用し 3次元での「見える化」を推進する。 

 

２）推進体制 

多様な主体による合意形成のもとに計画を策定、推

進するために、熊本地域の水循環に係る利害関係者の

連携が可能な体制を構築する。総合水管理を協働して

推進していく主体とその役割を表 1に示す。 

 

表－1 総合水管理計画推進体制における各主体の役割 

主体 役割 

行政 河川、地下水、農地、森林等の、水循環を構

成する要素の管理主体であり、水行政のあり方

を検討し、水管理計画の原案を作成する 

大学、研

究機関 

水管理計画における目標、対策等の立案に不

可欠な科学的根拠として、水循環機構の解明等

の技術的助言を行う。また、施策の影響評価や

モニタリング結果の評価を行う。 

住民、

NPO 等

団体 

水利用者として施策へ協力し、また行政が示

す水管理計画へ利用者の立場から意見し、計画

立案、見直しへ協力する。また NPO はこれらの

住民と行政を繋ぐ役割を担う。 

企業 大規模な水利用者は、自らの活動の水循環へ

与える影響の大きさを認識し、水管理計画への

協力を実施する。 

５．おわりに 

現在、熊本県においては、広域的・総合的な地下水

管理をより強化するための体制として、広域行政組織

（熊本地域地下水総合保全管理機構）を設立する準備

が進められている。そのため、地下水と表流水の一体

性、第 3者機関の重要性などを踏まえ、熊本地域にお

いてどのような体制としていくかについて、今後具体

的に検討する必要がある。 
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